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水 道 事 業 会 計 

 

１ 業 務 実 績 

業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

「給水戸数」は，当年度末現在７１万８，４９１戸（箇所）で，前年度末に比べ８，３６２戸 

（１．２％）増加している。 

「給水量」は，１億８，４５５万㎥で，業務用の減等に伴い，前年度に比べ２５０万㎥（１．３％）

減少している。 

「配水量」は，２億６５万㎥で，前年度に比べ３４８万㎥（１．７％）減少している。その水源は，

阪神水道企業団から１億７，２４４万㎥（８５．９％），兵庫県水道用水供給事業から７００万㎥ 

（３．５％）及び千苅貯水池等の自己水源から２，１１９万㎥ （１０．６％）となっている。 

「有効率」は，９４．７％で，配・給水管の整備に努めた結果，前年度に比べ０．３ポイント上昇

している。 

「施設利用率」は，６０．９％で前年度に比べ１．２ポイント低下し，「施設最大利用率」は， 

６８．４％で，前年度に比べ３．９ポイント低下している。 

「配水管延長」は，４，５２０㎞で，西神地区における新設等により，前年度末に比べ５６㎞ 

（１．３％）増加している。 

 

２ 予算の執行状況 

⑴ 収 益 的 収 支 

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は，予算額４０８億８，６３７万円に対して決算額４００億９，７０７万円で，執行

率は９８．１％となっている。これは主として，給水収益が予定を下回ったことによる。 

収益的支出は，予算額４０４億７，９７８万円に対して決算額３９７億８５３万円で，執行率は

９８．１％となっている。これは主として，人件費，及び委託料等の物件費が予定を下回ったこと

による。 
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第　１　表　　　  業　　務　　量　　の　　比　　較

戸 718,491 8,362 1.2 710,129 9,889 1.4

一 般 用 674,533 8,432 1.3 666,101 10,028 1.5

業 務 用 43,355 △ 50 △ 0.1 43,405 △ 81 △ 0.2

そ の 他 603 △ 20 △ 3.2 623 △ 58 △ 8.5

㎥ 184,559,931 △ 2,507,507 △ 1.3 187,067,438 △ 1,976,576 △ 1.0

一 般 用 143,635,210 △ 824,810 △ 0.6 144,460,020 △ 781,288 △ 0.5

業 務 用 40,040,453 △ 1,405,401 △ 3.4 41,445,854 △ 1,408,028 △ 3.3

そ の 他 884,268 △ 277,296 △ 23.9 1,161,564 212,740 22.4

㎥ 258 △ 7 △ 2.6 265 △ 7 △ 2.5

一 般 用 214 △ 4 △ 1.9 219 △ 5 △ 2.2

業 務 用 923 △ 31 △ 3.2 954 △ 31 △ 3.1

そ の 他 1,443 △ 339 △ 19.0 1,782 425 31.3

㎥ 200,652,240 △ 3,480,710 △ 1.7 204,132,950 △ 1,976,970 △ 1.0

受 水 量 179,455,594 135,364 0.1 179,320,230 1,160,520 0.7

自 己 水 源 21,196,646 △ 3,616,074 △ 14.6 24,812,720 △ 3,137,490 △ 11.2

１日平均配水量 548,230 △ 11,038 △ 2.0 559,268 △ 5,417 △ 1.0

１日最大配水量 615,500 △ 34,820 △ 5.4 650,320 △ 9,430 △ 1.4

㎥ 900,381 0 0.0 900,381 0 0.0

％ 94.7 0.3 － 94.4 0.1 －

％ 60.9 △ 1.2 － 62.1 △ 0.6 －

％ 68.4 △ 3.9 － 72.2 △ 1.1 －

ｍ 4,520,437 56,876 1.3 4,463,561 53,594 1.2

人 827 △ 40 △ 4.6 867 △ 17 △ 1.9

損益勘定支弁職員 人 723 △ 36 △ 4.7 759 △ 15 △ 1.9

資本勘定支弁職員 人 104 △ 4 △ 3.7 108 △ 2 △ 1.8

備考：１　給水戸数，配水能力，配水管延長，職員数は年度末現在の数値である。

　　　３　１戸当たり給水量＝(給水量）/　{（年度当初給水戸数＋年度末給水戸数）÷２}

　　  ４　有効率＝{有収水量(給水量)＋無収水量}/配水量×１００　

　　  ５　施設利用率＝（１日平均配水量/１日配水能力)×１００

　  　６　施設最大利用率＝（１日最大配水量/１日配水能力）×１００

　　　２　給水戸数及び給水量の用途別内訳
　　　　　（一般用）家事用，公共等，（業務用）小売・サービス，製造等，（その他）公衆浴場，共用家事等

対前年度
増 減 率

単位
実　　数 対前年度増減

対前年度
増 減 率

平    成    15    年    度 平    成    14    年    度

実　　数 対前年度増減
項         目

給水戸（箇所）数

給 水 量 （ 年 ）

１戸当たり給水量

施 設 最 大 利 用 率

配 水 管 延 長

職 員 数

配 水 量 ( 年 ）

配 水 能 力 ( 日 ）

有 効 率

施 設 利 用 率
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(単位　金額：千円，比率：％）

金額（Ａ） 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 40,886,372 100.0 40,097,071 100.0 △ 789,301 98.1

(1) 37,554,581 91.9 36,700,234 91.5 △ 854,347 97.7

(2) 3,307,154 8.1 3,352,144 8.4 44,990 101.4

(3) 24,637 0.1 44,693 0.1 20,056 181.4

1 40,479,788 100.0 39,708,530 100.0 771,258 98.1

(1) 37,755,418 93.3 36,830,094 92.8 925,324 97.5

(2) 2,568,980 6.3 2,568,977 6.5 3 100.0

(3) 102,521 0.3 309,459 0.8 △ 206,938 301.8

(4) 52,869 0.1 － － 52,869 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

水 道 事 業 費

特 別 利 益

特 別 損 失

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に比べ

決算額の増減
又 は 不 用 額

執行率
（Ｂ／Ａ
×100)

 

 

⑵ 資 本 的 収 支 

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は８０億１，２６５万円で，翌年度繰越工事資金８，５３５万円を

除く当年度財源充当額は７９億２，７２９万円である。これに対し，資本的支出の決算額は１６９

億３，６２８万円となっており，その不足する額９０億８９８万円を消費税資本的収支調整額３億

２，０６９万円及び損益勘定留保資金８６億８，８２８万円で補てんしている。 

ア 資 本 的 収 入 

資本的収入は，予算額１０９億７，０１７万円に対して決算額８０億１，２６５万円で，執行

率は７３．０％となっている。これは主として，工程調整等により建物改良工事，基幹施設整備

工事等を翌年度に繰り越したことにより，その財源である企業債及び工事負担金等が当年度収入

できなかったことによる。 

以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は２９億４，９１２万円で，資本的収入の３６．８％を占めており，その充当内訳

は，基幹施設整備工事に１２億５，０００万円及び高規格配水管整備工事に１６億９，９１２万

円となっている。 

「工事負担金」は２０億１，１１２万円で，主な内訳は，既存の送水施設から開発団地等に給

水するために必要な水道施設工事費を団地開発者から受け入れた工事負担金１２億９，２５６万

円及び区画整理事業等に伴う配水管移設工事負担金４億６，７９４万円である。 

「国庫補助金」は２億７，４４０万円で，大容量送水管整備事業等に係る国庫補助金を受け入

れたものである。 
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「一般会計出資金」は１８億９，２５４万円で，資本的収入の２３．６％を占めており，阪神

水道企業団第５期拡張事業等に対する出資金の財源として一般会計から受け入れたものである。 

「施設増強負担金」は２億７，１１５万円で，開発団地等に係る工事負担金のうち将来の施設

整備等に充てられるもので，水道事業基金（以下「基金」という。）に積み立てている。 

「基金収入」は３億９，７５５万円で，その内訳は，基金運用利息２億１，５３９万円及び土

地売却差益１億８，２１５万円であり，全額基金に積み立てている。 

イ 資 本 的 支 出 

資本的支出は，予算額２２１億８，７３１万円に対して決算額１６９億３，６２８万円で，執

行率は７６．３％となっている。 

以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 建 設 改 良 費 

建設改良費は１０２億４，９０７万円で，資本的支出の６０．５％を占めており，翌年度へ

の繰越額３５億３，８０１万円及び不用額１３億２，３０７万円を生じたため，執行率は 

６７．８％となっている。 

「基幹施設整備工事費」は３２億７，０８５万円で，主な内訳は，灘中層配水池増強工事 

４億１，０６２万円，布引五本松堰堤補強及び堆積土砂撤去工事３億９，７７１万円，千苅浄

水場特高受変電設備更新工事３億５，８２０万円及び灘中層配水池受配電設備等工事２億 

１，２１５万円である。なお，地元調整遅延等により翌年度への繰越額９億９，４００万円及

び不用額３億４，４０２万円を生じたため，執行率は７１．０％となっている。 

「配水管整備増強工事費」は４５億９，９１９万円で，耐震化を推進するために実施した配

水管の取替等の工事に係るものである。なお，工程調整により翌年度への繰越額４億 

５，０１０万円及び不用額３億４１８万円を生じたため，執行率は８５．９％となっている。 

「開発団地等施設工事費」は１３億７，１３８万円で，開発団地の配水管等工事に係るもの

であり，主な内訳は，ポーアイ沖連絡橋添架工事３億８，８９６万円，西（井吹台東町他）配

水管新設工事１億５，６７３万円及び北鈴四次配水管新設工事３，７９５万円である。なお，

工程調整により翌年度への繰越額４億７，２００万円及び不用額１億５，８０９万円を生じた

ため，執行率は６８．５％となっている。 

「建物改良工事費」は２億５，０１９万円で，主なものは西部センター新庁舎新築工事２億

９４４万円で，工程調整により翌年度への繰越額１５億７６０万円及び不用額４，６４６万円

を生じたため，執行率は１３．９％となっている。 

「貯浄配水施設改良工事費」は４億７，６５１万円で，主な内訳は奥畑ポンプ場他無停電電

源装置更新工事４，６７２万円，藤原低区送水管連絡工事５，２９８万円及び奥平野浄水場ろ

過池表面洗浄装置取替工事２，７８２万円である。なお，工程調整等により翌年度への繰越額 
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１億１，４３１万円及び不用額２億６，５８９万円を生じたため，執行率は５５．６％とな

っている。 

「固定資産費」は２億６，８３７万円で，メーター購入費等であり，不用額２億４４２万円

を生じたため，執行率は５６．８％となっている。 

(ｲ) 企業債償還金 

企業債償還金は３９億３，０７１万円で，全額が企業債の元金償還に係るものである。 

(ｳ) 貸 付 金 

貸付金は２億円で，全額が財団法人神戸市水道サービス公社への貸付金である。 

(ｴ) 投     資 

投資は６億５，５８４万円で，全額が基金造成費であり，その原資は基金収入及び施設増強

負担金等である。 

(ｵ) 出  資  金 

出資金は１８億９，２５４万円で，全額が阪神水道企業団に対する出資金である。なお，阪

神水道企業団第５期拡張事業の工程調整により，翌年度への繰越額９２９万円及び不用額 

２，７１５万円を生じたため，執行率は９８．１％となっている。 
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第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

(単位　金額：千円，比率：％）

1 10,970,178 100.0 8,012,651 100.0 85,353 △ 2,957,527 73.0

(1) 4,150,000 37.8 2,949,123 36.8 － △ 1,200,878 71.1

(2) 1,037 0.0 43 0.0 － △ 994 4.1

(3) 2,807,668 25.6 2,011,125 25.1 － △ 796,543 71.6

(4) 349,590 3.2 274,406 3.4 85,353 △ 75,184 78.5

(5) 1,080 0.0 1,080 0.0 － － 100.0

(6) 1,929,001 17.6 1,892,546 23.6 － △ 36,455 98.1

(7) 503,864 4.6 271,158 3.4 － △ 232,706 53.8

(8) 412,373 3.8 397,551 5.0 － △ 14,822 96.4

(9) 566,539 5.2 15,620 0.2 － △ 550,919 2.8

(10) 249,026 2.3 200,000 2.5 － △ 49,026 80.3

1 22,187,316 100.0 16,936,280 100.0 3,547,313 1,703,723 76.3

(1) 15,110,165 68.1 10,249,072 60.5 3,538,014 1,323,079 67.8

ア 4,608,877 20.8 3,270,854 19.3 994,000 344,023 71.0

イ 5,353,479 24.1 4,599,192 27.2 450,100 304,187 85.9

ウ 2,001,477 9.0 1,371,385 8.1 472,000 158,092 68.5

エ 1,804,257 8.1 250,192 1.5 1,507,600 46,465 13.9

オ 856,722 3.9 476,517 2.8 114,314 265,891 55.6

カ 12,556 0.1 12,555 0.1 － 1 100.0

キ 472,797 2.1 268,376 1.6 － 204,421 56.8

(2) 11,340 0.1 8,104 0.0 － 3,236 71.5

(3) 3,930,720 17.7 3,930,719 23.2 － 1 100.0

(4) 249,026 1.1 200,000 1.2 － 49,026 80.3

(5) 893,280 4.0 655,840 3.9 － 237,440 73.4

(6) 1,929,001 8.7 1,892,546 11.2 9,299 27,156 98.1

(7) 13,784 0.1 － － － 13,784 －

(8) 50,000 0.2 － － － 50,000 －

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

出 資 金

投 資

予 備 費

固 定 資 産 費

企 業 債 償 還 金

貸 付 金

施 設 買 収 費

開 発 費

配 水 管 整 備 増 強 工 事 費

開 発 団 地 等 施 設 工 事 費

建 物 改 良 工 事 費

貯 浄 配 水 施 設 改 良 工 事 費

基 金 収 入

基 金 繰 入 金

貸 付 金 返 還 金

基 幹 施 設 整 備 工 事 費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

国 庫 補 助 金

一 般 会 計 出 資 金

施 設 増 強 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

資 本 的 収 入

企 業 債

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

補 助 金 返 還 金
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３ 経 営 成 績 

⑴ 損 益 状 況 

損益状況の推移をみると，第４表のとおりである。 

当年度は，収益３８２億９，５８３万円に対して費用３７９億８，４７０万円で，差引３億 

１，１１２万円の経常利益となっている。 

これに特別損益を加減した当年度純利益は４，７６３万円であり，前年度繰越利益剰余金２４億

８３３万円を加えた当年度未処分利益剰余金は２４億５，５９７万円となっている。 

当年度の特別利益４，４２３万円は，水道メーター談合訴訟に係る和解金等であり，特別損失 

３億７７２万円は，包括外部監査の指摘に伴う休廃止施設の特別償却等によるものである。 

前年度と比べると，収益が１１億８，２５８万円（３．０％）減少したものの，費用が２１億 

１，８８１万円（５．３％）減少した結果，経常損益は９億３，６２３万円改善している。 

営業収支比率は９７．３％，経常収支比率は１００．８％で，前年度に比べそれぞれ２．５ポイ

ント，２．４ポイント上昇している。 

⑵ 収     益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は３４９億７，６１５万円で，前年度に比べ９億８，７７３万円（２．７％）減少し

ている。 

「給水収益」は３２５億７，７２０万円で，収益の８５．１％を占めており，前年度に比べ 

６億９，７３８万円（２．１％）減少している。これは，給水戸数が増加したものの，主として

業務用の給水量の減少に伴い，収益が減少したことによる。 

「受託工事収益」は３億８，４８７万円で，主として御崎公園緊急貯水槽の整備にかかる受託

工事収益の皆減により，前年度に比べ２億５，２８８万円（３９．７％）減少している。 

「その他営業収益」は２０億１，４０７万円で，主な内訳は，下水道使用料徴収に係る下水道

事業会計の負担金１５億７，３５０万円及び消火栓維持管理費として一般会計から受け入れた 

５，３４１万円である。主として下水道使用料徴収に係る下水道事業会計の負担金の減により，

前年度に比べ３，７４６万円（１．８％）減少している。 

イ 営 業 外 収 益 

営業外収益は３３億１，９６７万円で，前年度に比べ１億９，４８４万円（５．５％）減少し

ている。 

「分担金」は６億４，７３５万円で，給水装置の新設・増径工事の申込者から口径に応じて一

定額を徴収するものであり，工事件数の減により，前年度に比べ１億２，６９５万円（１６．４％）

減少している。 
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「基金繰入金」は２１億６，６００万円で，全額が受水費高騰対策に充当したものである。 

⑶ 費     用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は３５９億３，０１０万円で，前年度に比べ１９億８，９２４万円（５．２％）減少

している。 

「人件費」は８１億４，９５９万円で，費用の２１．５％を占めている。これは損益勘定支弁

職員に係るものであり，主として職員数の減に伴う給料の減により，前年度に比べ６億 

８，７０３万円（７．８％）減少している。 

「受水費」は１１７億７，８３１万円で，費用の３１．０％を占めている。これは，全額が阪

神水道企業団への分賦金及び兵庫県水道用水供給事業への使用料金である。 

「委託料」は２９億７，０５１万円で，メーター検針，未納整理事務等の水道料金の徴収業務

委託１２億５，５９８万円，電算処理委託料４億８，１１８万円及び満了メーター取替業務に係

る委託料３億１，５０５万円等であり，浄水場の保守管理，給水管の改良工事等に係る委託料の

減により，前年度に比べ４億６，２５７万円（１３．５％）減少している。 

「修繕費」は８億８，８３０万円で，主として修繕箇所及び修繕工事の精査により，前年度に

比べ２億１，４７２万円（１９．５％）減少している。 

「動力費」は８億３，９３１万円で，配水池送水ポンプ設備等の電力料であり，配水量の減等

に伴う電力量の減や契約電力引下げによる基本料金の減等により，前年度に比べ５，３９１万円

（６．０％）減少している。 

「減価償却費」は８３億６，１６６万円で，費用の２２．０％を占めており，前年度に比べ 

３，５６９万円（０．４％）減少している。 

「減収補てん見返勘定償却」は６億６，０００万円で，減収補てん債を財源として平成７年度

及び８年度に計上した減収補てん収入を企業債の償還に合わせて償却するものである。 

「その他諸費用」は２１億１，２１１万円で，資産減耗費，賃金及び路面復旧費等であり，資

産減耗費及び路面復旧費の減等により，前年度に比べ３億４２７万円（１２．６％）減少してい

る。 

イ 営 業 外 費 用 

営業外費用は２０億５，４６０万円で，前年度に比べ１億２，９５７万円（５．９％）減少し

ている。これは主として，企業債の償還に伴う企業債残高の減少及び平均借入利率の低下により，

「支払利息及企業債取扱諸費」が減少したことによる。 
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第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　  の　　　比　　較　

(A) 38,295,830 100.0 △ 1,182,584 △ 3.0 39,478,414 100.0 △ 434,093 △ 1.1

(a) 34,976,156 91.3 △ 987,736 △ 2.7 35,963,892 91.1 △ 445,118 △ 1.2

給 水 収 益 32,577,207 85.1 △ 697,382 △ 2.1 33,274,589 84.3 △ 637,280 △ 1.9

（ 一　　　 般 　　　用 ） 20,316,110 53.1 △ 227,487 △ 1.1 20,543,597 52.0 △ 214,049 △ 1.0

（ 業　　　 務 　　　用 ） 12,141,312 31.7 △ 448,635 △ 3.6 12,589,947 31.9 △ 431,201 △ 3.3

（ そ　　　 の 　　　他 ） 119,785 0.3 △ 21,260 △ 15.1 141,045 0.4 7,970 6.0

受 託 工 事 収 益 384,873 1.0 △ 252,888 △ 39.7 637,761 1.6 220,109 52.7

そ の 他 営 業 収 益 2,014,077 5.3 △ 37,465 △ 1.8 2,051,542 5.2 △ 27,948 △ 1.3

3,319,673 8.7 △ 194,849 △ 5.5 3,514,522 8.9 11,025 0.3

受 取 利 息 182,807 0.5 △ 94,284 △ 34.0 277,091 0.7 △ 14,101 △ 4.8

分 担 金 647,351 1.7 △ 126,954 △ 16.4 774,305 2.0 76,110 10.9

補 助 金 7,980 0.0 3,420 75.0 4,560 0.0 4,560 皆増

基 金 繰 入 金 2,166,000 5.7 3,000 0.1 2,163,000 5.5 0 0.0

雑 収 益 315,536 0.8 19,971 6.8 295,565 0.7 △ 55,544 △ 15.8

(B) 37,984,705 100.0 △ 2,118,817 △ 5.3 40,103,522 100.0 △ 624,760 △ 1.5

(b) 35,930,106 94.6 △ 1,989,246 △ 5.2 37,919,352 94.6 △ 483,383 △ 1.3

人 件 費 8,149,595 21.5 △ 687,039 △ 7.8 8,836,634 22.0 △ 410,279 △ 4.4

受 水 費 11,778,312 31.0 30,182 0.3 11,748,130 29.3 △ 1 0.0

受 託 工 事 費 170,282 0.4 △ 261,203 △ 60.5 431,485 1.1 200,430 86.7

委 託 料 2,970,514 7.8 △ 462,573 △ 13.5 3,433,087 8.6 32,039 0.9

修 繕 費 888,309 2.3 △ 214,725 △ 19.5 1,103,034 2.8 △ 41,082 △ 3.6

動 力 費 839,313 2.2 △ 53,913 △ 6.0 893,226 2.2 △ 33,285 △ 3.6

減 価 償 却 費 8,361,668 22.0 △ 35,697 △ 0.4 8,397,365 20.9 △ 240,122 △ 2.8

減収補てん見返勘定償却 660,000 1.7 0 0.0 660,000 1.6 0 0.0

そ の 他 諸 費 用 2,112,112 5.6 △ 304,278 △ 12.6 2,416,390 6.0 8,916 0.4

2,054,600 5.4 △ 129,570 △ 5.9 2,184,170 5.4 △ 141,377 △ 6.1

支払利息及企業債取扱諸費 2,015,840 5.3 △ 167,227 △ 7.7 2,183,067 5.4 △ 121,555 △ 5.3

繰 延 勘 定 償 却 35,444 0.1 35,444 皆増 － － － －

雑 支 出 3,315 0.0 2,212 200.5 1,103 0.0 △ 19,822 △ 94.7

311,124 － 936,232 － △ 625,108 － 190,667 －

(D) 44,237 － △ 23,068 △ 34.3 67,305 － 37,299 124.3

(E) 307,729 － 230,922 300.7 76,807 － 11,129 16.9

47,633 － 682,243 － △ 634,610 － 216,836 －

(G) 2,408,339 － △ 634,610 △ 20.9 3,042,949 － △ 851,446 △ 21.9

2,455,972 － 47,633 2.0 2,408,339 － △ 634,610 △ 20.9

97.3 － 2.5 － 94.8 － 0.0 －

100.8 － 2.4 － 98.4 － 0.4 －

　　　２  人件費は，給与・手当・法定福利費及び退職給与金(受託工事に係る人件費を含む）である。

備考：１  給水収益の用途別内訳
　　　　　（一般用）家事用，公共等，（業務用）小売・サービス，製造等，（その他）公衆浴場，共用家事等

営 業 外 収 益

費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

　　  ３  その他諸費用は，資産減耗費，路面復旧費及び材料費等である。

経 常 損 益 (C=A-B)

特 別 利 益

特 別 損 失

(単位　金額：千円，比率：％)

項     目

平　　成　　15 　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

金   額
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

金   額

収 益

営 業 収 益

対前年度
増 減 率

構成
比率

対前年度
増　  減

構成
比率

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
( △ 繰 越 欠 損 金 ）

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
( △ 未 処 理 欠 損 金 )(F+G)
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⑷ 給水収益と給水原価 

給水量１㎥当たりの給水収益を給水原価と対比して推移をみると，第５表のとおりである。 

当年度の１㎥当たりの給水収益は１７６円５１銭で，前年度に比べ１円３６銭（０．８％）減少

している。また，１㎥当たりの給水原価は２０３円６５銭で，前年度に比べ７円１７銭（３．４％）

減少している。この結果，１㎥当たりの給水収益と給水原価との差引は２７円１４銭の赤字となり，

赤字額は５円８１銭減少している。これは主として，人件費，及び委託料等の物件費の減により 

１㎥あたりの給水原価が減少したことによる。なお，給水原価に対する給水収益比率は８６．７％

と，前年度に比べ２．３ポイント上昇している。 

 

第　５　表　　　１㎥ 当 た り 給 水 収 益 と 給 水 原 価 の 比 較

(単位　金額：円，比率：％）

(A) 176.51 － △ 1.36 △ 0.8 177.87 － △ 1.52 △ 0.8

(B) 191.91 100.0 △ 7.34 △ 3.7 199.25 100.0 △ 13.62 △ 6.4

42.93 22.4 △ 3.07 △ 6.7 46.00 23.1 △ 1.59 △ 3.3

52.08 27.1 0.84 1.6 51.24 25.7 0.54 1.1

45.31 23.6 0.42 0.9 44.89 22.5 △ 0.80 △ 1.8

10.92 5.7 △ 0.75 △ 6.4 11.67 5.9 △ 0.52 △ 4.3

40.67 21.2 △ 4.78 △ 10.5 45.45 22.8 0.20 0.4

△ 15.40 － 5.98 － △ 21.38 － 12.10 －

92.0 － 2.7 － 89.3 － 5.0 －

備考：1　１㎥当たり給水収益＝給水収益/給水量

　  　2　１㎥当たり給水原価＝費用/給水量（但し，費用には受託工事費，材料売却原価，特別損失を含まない。）

　　　3　人件費は，給料，手当，法定福利費及び退職給与金である。

　　　4　その他は，委託料，修繕費，動力費等である。

内
 
 
 
 
訳

減 価 償 却 費

支払利息及企業債取扱諸費

人 件 費

差         引   （ A － B ）

A／B×100

平　　成　　15　　年　　度

金  額
対前年度
増 減 率

対前年度
増　  減

平　　成　　14　　年　　度

構成
比率

対前年度
増　  減

構成
比率

そ の 他

金  額

受 水 費

１ ㎥ 当 た り 給 水 原 価

対前年度
増 減 率

項     目

１ ㎥ 当 た り 給 水 収 益
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４ 財 政 状 態 

平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

⑴ 資     産 

資産総額は３，３８６億５，０５１万円で，前年度末に比べ２０億７，６９６万円（０．６％）

減少している。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は３，１３３億５，４７６万円で，前年度末に比べ３億６，５８４万円（０．１％）

増加している。 

(ｱ) 有形固定資産 

有形固定資産は２，７６６億２，１６８万円で，前年度末に比べ８億８，１２５万円 

（０．３％）増加している。 

「土地」は２８９億４，６０４万円で，大容量送水管布引立坑用地を取得したこと等により，

前年度末に比べ３億１，５７１万円（１．１％）増加している。 

「建物」は１１６億３，２８５万円で，前年度末に比べ４億１，６５１万円（３．５％）減

少している。これは，大容量送水管本山立坑及び住吉川立坑の建築設備を建設仮勘定から振替

えたこと等により１億５，０９０万円増加したものの，減価償却及び除却等により５億 

６，７４１万円減少したことによる。 

「構築物」は２，２０２億３，１０８万円で，前年度末に比べ１２１億７，６０６万円 

（５．９％）増加している。これは，配水管等の減価償却及び除却等により６０億 

８，３９７万円減少したものの，大容量送水管整備工事（第１工区）の整備完了に伴う建設仮

勘定からの振替及び市内各所での配水管布設等により１８２億６，００３万円増加したことに

よる。 

「機械及装置」は１２１億５，３６５万円で，前年度末に比べ６億６，０５５万円（５．７％）

増加している。これは，減価償却及び除却等により１９億４，２５２万円減少したものの， 

４００MHz 帯系テレメータ子局設備更新及び千苅浄水場特高受変電設備更新工事等により２６

億３０７万円増加したことによる。  

「建設仮勘定」は２８億１，９０６万円で，前年度末に比べ１１６億８，４２１万円 

（８０．６％）減少している。これは，基幹施設整備工事及び配水管整備増強工事など建設改

良費の計上により９８億４，６００万円増加したものの，構築物などの本勘定への振替等によ

り２１５億３，０２１万円減少したことによる。 
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(ｲ) 投     資 

投資は３６７億９３６万円で，前年度末に比べ５億１，４８６万円（１．４％）減少してい

る。 

「投資有価証券」は１０１億３，０８７万円で，「その他投資」として計上していた国債等の

保有有価証券について，包括外部監査の指摘に伴い勘定科目を変更したことにより，皆増とな

っている。 

「基金」は２５４億３，８７９万円で，前年度末に比べ１５億２，５７８万円（５．７％）

減少している。これは，６億５，５８４万円を積み立てたものの，２１億８，１６１万円を処

分したことによる。 

「その他投資」は５億１，４００万円で，前年度末に比べ９１億１，９９６万円（９４．７％）

減少している。これは，政府保証債等の有価証券を新たに購入したこと等により１７億 

２，５１５万円増加したものの，「投資有価証券」への勘定科目の変更等により１０８億 

４，５１１万円減少したことによる。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は２３６億１，６２５万円で，前年度末に比べ１７億５，５０８万円（６．９％）減

少している。 

「現金預金」は１７５億１，７４３万円で，前年度末に比べ１１億６，２２６万円（６．２％）

減少している。 

「未収金」は３０億２，０１４万円で，前年度末に比べ４億１，２１６万円（１２．０％）減

少している。これは主として，受託工事に係る未収金が減少したことによる。 

ウ 減収補てん見返勘定 

「減収補てん収入見返」は１５億３，０００万円で，償却により前年度末に比べ６億 

６，０００万円（３０．１％）減少している。 

⑵ 負     債 

負債総額は２５２億８，０３４万円で，前年度末に比べ４７億２，６１９万円（１５．８％）減

少している。 

ア 固 定 負 債 

固定負債は１１１億４，１６７万円で，前年度末に比べ３６億９，７３０万円（２４．９％）

減少している。 

「企業債」は１５億３，０００万円で，全額が減収補てん債であり，償還により，前年度末に

比べ６億６，０００万円（３０．１％）減少している。 

「退職給与引当金」は１４億８，０６０万円で，前年度末に比べ５億３，０００万円 

（２６．４％）減少している。これは，退職給与金に充当するため取り崩したものである。 
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「修繕引当金」は１２億５８２万円で，前年度末に比べ３億４，７１２万円（２２．４％）減

少している。これは，配水池内外面補修工事及び貯水池整備工事に３億円引き当てたものの，布

引五本松堰堤補強及び堆積土砂撤去工事並びに配水池内外面補修工事費として６億４，７１２万

円取り崩したことによる。 

「受水費高騰対策勘定」は６９億２，５２５万円で，主として阪神水道企業団の受水費高騰に

充当したため，前年度末に比べ２１億６，０１８万円（２３．８％）減少している。 

イ 流 動 負 債 

流動負債は１４１億３，８６７万円で，前年度末に比べ１０億２，８８９万円（６．８％）減少

している。 

「未払金」は６５億５，２０８万円で，主な内訳は，未払工事費３２億６，２１３万円及び営業

未払金２４億２，１９９万円で，前年度末に比べ１２億２，５６５万円（１５．８％）減少してい

る。これは主として，営業未払金が減少したことによる。 

「前受金」は４２億８，７３８万円で，主なものは，団地開発者等から受け入れた工事負担金 

４０億９，３４７万円であり，前年度末に比べ２億４，９６８万円（５．５％）減少している。 

⑶ 資     本 

資本総額は３，１３３億７，０１６万円で，前年度末に比べ２６億４，９２３万円（０．９％）

増加している。 

ア 資  本  金 

資本金は１，３９８億４９９万円で，前年度末に比べ３億２，０７２万円（０．２％）減少し

ている。これは，企業債を２９億５，０００万円新たに発行したものの，３２億７，０７１万円

償還したことにより，「借入資本金」が減少したことによる。 

イ 剰  余  金 

剰余金は１，７３５億６，５１７万円で，前年度末に比べ２９億６，９９５万円（１．７％）

増加している。 

(ｱ) 資 本 剰 余 金 

資本剰余金は１，７１１億９２０万円で，前年度末に比べ２９億２，２３２万円（１．７％）

増加している。 

「受贈財産評価額」は８３億４，７７５万円で，前年度末に比べ６，２７６万円（０．８％）

増加している。これは，配水管等の寄付を受けたことによる。 

「国庫補助金」は１９１億７，１７９万円で，前年度末に比べ２億７，４４０万円（１．５％）

増加している。これは主として，大容量送水管整備事業に係る補助金を受け入れたことによる。 

「一般会計補助金」は６７億８，５１０万円で，前年度末に比べ６１０万円（０．１％）減

少している。 
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「工事負担金」は１，１７５億５，３８８万円で，主として団地開発者等から当該負担金を

受け入れたことにより，前年度末に比べ１９億４，１２８万円（１．７％）増加している。 

「施設増強負担金」は１７１億７，２３４万円で，団地開発者等から受け入れた当該負担金

を組み入れたことにより，前年度末に比べ２億５，２４２万円（１．５％）増加している。 

「その他資本剰余金」は２０億６，０６５万円で，前年度末に比べ３億９，７５５万円 

（２３．９％）増加している。これは，基金利息及び土地売却差益を組み入れたことによる。 

(ｲ) 利 益 剰 余 金 

利益剰余金は，前年度繰越利益剰余金２４億８３３万円と当年度純利益４，７６３万円とを

合わせ，２４億５，５９７万円となっている。 

⑷ キャッシュ・フローの状況 

当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

営業活動において，当期純利益及び減価償却費などにより，６２億８，５５７万円のキャッシュ

を生み出し，財務活動において，企業債の償還及び新規発行，国庫補助金の受入などにより，差引

１８億９，６８７万円のキャッシュを調達した。一方，投資活動において，主として建設改良に充

てるため９３億４，４７１万円のキャッシュを使用した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ１１億６，２２６万円減少し， 

１７５億１，７４３万円となっている。 
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338,650,512 100.0 340,727,474 100.0 △ 2,076,962 △ 0.6

Ⅰ 313,354,760 92.5 312,988,913 91.9 365,847 0.1

1 276,621,688 81.7 275,740,438 80.9 881,250 0.3

(1) 28,946,042 8.5 28,630,324 8.4 315,718 1.1

(2) 11,632,859 3.4 12,049,371 3.5 △ 416,512 △ 3.5

(3) 220,231,081 65.0 208,055,019 61.1 12,176,062 5.9

(4) 12,153,659 3.6 11,493,103 3.4 660,556 5.7

(5) 135,944 0.0 149,134 0.0 △ 13,190 △ 8.8

(6) 2,739 0.0 3,397 0.0 △ 658 △ 19.4

(7) 700,303 0.2 856,814 0.3 △ 156,511 △ 18.3

(8) 2,819,063 0.8 14,503,275 4.3 △ 11,684,212 △ 80.6

２ 23,703 0.0 24,239 0.0 △ 536 △ 2.2

(1) 23,703 0.0 24,239 0.0 △ 536 △ 2.2

３ 36,709,369 10.8 37,224,237 10.9 △ 514,868 △ 1.4

(1) 10,130,878 3.0 － － 10,130,878 皆増

(2) 625,692 0.2 625,692 0.2 0 0.0

(3) 25,438,799 7.5 26,964,579 7.9 △ 1,525,780 △ 5.7

(4) 514,000 0.2 9,633,966 2.8 △ 9,119,966 △ 94.7

Ⅱ 23,616,256 7.0 25,371,339 7.4 △ 1,755,083 △ 6.9

１ 17,517,435 5.2 18,679,702 5.5 △ 1,162,267 △ 6.2

２ 3,020,144 0.9 3,432,308 1.0 △ 412,164 △ 12.0

３ 321,026 0.1 416,834 0.1 △ 95,808 △ 23.0

４ 30 0.0 30 0.0 0 0.0

５ 1,391,801 0.4 1,553,550 0.5 △ 161,749 △ 10.4

６ 25,600 0.0 20,800 0.0 4,800 23.1

７ 1,340,220 0.4 1,268,115 0.4 72,105 5.7

Ⅲ 149,495 0.0 177,222 0.1 △ 27,727 △ 15.6

１ 149,495 0.0 177,222 0.1 △ 27,727 △ 15.6

Ⅳ 1,530,000 0.5 2,190,000 0.6 △ 660,000 △ 30.1

１ 1,530,000 0.5 2,190,000 0.6 △ 660,000 △ 30.1

338,650,512 100.0 340,727,474 100.0 △ 2,076,962 △ 0.6

25,280,346 7.5 30,006,544 8.8 △ 4,726,198 △ 15.8

Ⅰ 11,141,675 3.3 14,838,975 4.4 △ 3,697,300 △ 24.9

1 1,530,000 0.5 2,190,000 0.6 △ 660,000 △ 30.1

２ 1,480,600 0.4 2,010,600 0.6 △ 530,000 △ 26.4

３ 1,205,820 0.4 1,552,940 0.5 △ 347,120 △ 22.4

4 6,925,254 2.0 9,085,434 2.7 △ 2,160,180 △ 23.8

Ⅱ 14,138,671 4.2 15,167,569 4.5 △ 1,028,898 △ 6.8

１ 6,552,088 1.9 7,777,741 2.3 △ 1,225,653 △ 15.8

２ 4,287,387 1.3 4,537,067 1.3 △ 249,680 △ 5.5

３ 1,933,375 0.6 1,563,846 0.5 369,529 23.6

４ 25,600 0.0 20,800 0.0 4,800 23.1

５ 1,340,220 0.4 1,268,115 0.4 72,105 5.7

      

313,370,166 92.5 310,720,930 91.2 2,649,236 0.9

Ⅰ 139,804,992 41.3 140,125,712 41.1 △ 320,720 △ 0.2

１ 86,467,801 25.5 86,467,801 25.4 0 0.0

２ 53,337,191 15.7 53,657,911 15.7 △ 320,720 △ 0.6

Ⅱ 173,565,174 51.3 170,595,218 50.1 2,969,956 1.7

１ 171,109,202 50.5 168,186,879 49.4 2,922,323 1.7

(1) 8,347,753 2.5 8,284,990 2.4 62,763 0.8

(2) 19,171,798 5.7 18,897,392 5.5 274,406 1.5

(3) 13,042 0.0 13,042 0.0 0 0.0

(4) 6,785,101 2.0 6,791,204 2.0 △ 6,103 △ 0.1

(5) 4,634 0.0 4,634 0.0 0 0.0

(6) 117,553,882 34.7 115,612,602 33.9 1,941,280 1.7

(7) 17,172,340 5.1 16,919,914 5.0 252,426 1.5

(8) 2,060,653 0.6 1,663,102 0.5 397,551 23.9

２ 2,455,972 0.7 2,408,339 0.7 47,633 2.0

(1) 2,455,972 0.7 2,408,339 0.7 47,633 2.0

(47,633) － (△ 634,610) － (682,243) －

基 金

資 本 金

資 本

そ の 他 投 資

自 己 資 本 金

一 般 会 計 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

前 受 金

預 り 金

　　　（うち当年度純損益）

未 払 金

そ の 他 補 助 金

工 事 負 担 金

施 設 増 強 負 担 金

船 舶

流 動 負 債

流 動 資 産

現 金 預 金

減 収 補 て ん 見 返 勘 定

工 具 器 具 及 備 品

受 水 費 高 騰 対 策 勘 定

前 払 金

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

機 械 及 装 置

退 職 給 与 引 当 金

構 築 物

修 繕 引 当 金

負 債

負 債 及 び 資 本

投 資

出 資 金

車 両 運 搬 具

減 収 補 て ん 収 入 見 返

資 産

固 定 資 産

対前年度
増 減 率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

平成14年度末平成15年度末
科        目

土 地

企 業 債

固 定 負 債

保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

開 発 費

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

建 物

第　６　表　　　水　道　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

構成
比率

有 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

未 収 金

前 払 費 用

貯 蔵 品

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

備考：有形固定資産の減価償却累計額は，138,687,851千円である。

預 り 保 証 有 価 証 券

そ の 他 流 動 負 債

借 入 資 本 金

剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金
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（単位　金額：千円）

平成15年度 平成14年度 対前年度増減

Ⅰ 6,285,577 4,167,315 2,118,262

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 47,633 △ 634,610

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） △ 2,166,000 △ 2,163,000

減 価 償 却 費 8,361,668 8,397,365

資産減耗費（現金支出を除く） 450,967 589,719

減 収 補 て ん 見 返 勘 定 償 却 660,000 660,000

企 業 債 発 行 差 金 878 7,040

繰 延 勘 定 償 却 35,444 －

そ の 他 特 別 利 益 △ 130 －

その他特別損失（現金支出を除く） 208,321 －

未 収 金 の 増 減 412,164 △ 252,945

貯 蔵 品 の 増 減 95,808 9,727

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 84,844 281,246

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 △ 530,000 △ 509,000

修 繕 引 当 金 の 増 減 △ 347,120 △ 73,794

未 払 金 の 増 減 △ 1,225,652 △ 487,382

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 196,754 △ 1,657,052

Ⅱ △ 9,344,714 △ 10,369,732 1,025,018

建 設 改 良 費 △ 10,249,072 △ 13,496,665

開 発 費 △ 8,104 △ 186,083

投 資 （ 基 金 へ の 積 立 ） △ 655,840 △ 970,668

固 定 資 産 売 却 代 金 43 2,198

基 金 収 入 397,551 597,445

基 金 繰 入 金 （ 資 本 的 収 入 ） 15,620 21,940

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） 2,166,000 2,163,000

投 資 有 価 証 券 の 取 得 △ 1,725,151 －

投 資 有 価 証 券 の 満 期 714,239 1,499,100

Ⅲ 1,896,870 4,188,385 △ 2,291,515

企 業 債 2,949,123 3,792,960

工 事 負 担 金 2,011,125 2,777,229

国 庫 補 助 金 274,406 524,273

一 般 会 計 補 助 金 1,080 540

一 般 会 計 出 資 金 1,892,546 1,847,554

施 設 増 強 負 担 金 271,158 389,576

貸 付 金 返 還 金 200,000 200,000

企 業 債 償 還 金 △ 3,930,719 △ 3,776,994

貸 付 金 △ 200,000 △ 200,000

出 資 金 △ 1,892,546 △ 1,847,554

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 320,698 480,801

Ⅳ △ 1,162,267 △ 2,014,032 851,765

Ⅴ 18,679,702 20,693,734 △ 2,014,032

Ⅵ 17,517,435 18,679,702 △ 1,162,267

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

項目

第　７　表　　　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれ
　　　　ぞれの資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高
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５ ま  と  め 

業務面では，渇水・災害・事故に強い水道の構築をめざし，配水池増強工事などの基幹施設整備事

業，耐震継手管の布設などの高規格配水管整備事業を引き続き推進し，大容量送水管整備工事につい

ては，芦屋市境から住吉川立坑までの供用を開始するとともに，住吉川以西の区間の整備に着手した。

また，水質管理体制の強化・充実，直結給水の普及・促進など，水道水質の向上を図るとともに， 

千苅浄水場においては，環境に配慮し，自然エネルギーを活用した小水力発電所を整備した。 

経営面では，給水収益は大幅に減少したものの，徹底した経費削減に努めた結果，純利益が４千万

円となり，３年ぶりに単年度黒字を計上している。この結果，前年度繰越利益剰余金２４億円を加え

た当年度未処分利益剰余金は２４億５千万円となり，また，当年度末の流動資産から流動負債を差し

引いた資金在高は，債券購入による資金運用などにより，前年度末に比べ７億２千万円減少し， 

９４億７千万円となっている。 

平成１２年度に策定した５ヵ年計画の「経営目標」に基づき経営改善に取り組んだ結果，当年度は

収支均衡を達成したものの，受水費高騰対策としての基金繰入金は，平成１９年度に枯渇する状況で

あり，また，大容量送水管や高規格配水管整備事業等の大規模投資に伴う減価償却費の増加が見込ま

れるなど，平成１６年度以降，経営環境は厳しさを増すものと予想される。 

このため，新たに策定した平成１９年度を目標年次とする「新たな経営目標（新中期経営目標）」の

達成に向けて，前例にとらわれることなく，市民の視点から事務事業全般の見直しを図るとともに，

民間的経営手法を積極的に導入するなど，さらなる経営の効率化に努められたい。また，引き続き，

阪神水道企業団，県に対し，受水費用の増嵩防止のための要望を行うとともに，将来の資本費負担を

見据えた計画的かつ適切な投資を行うことにより，長期的な経営の安定を確保されるよう希望する。 

なお，節水意識の高まり等を背景として，業務用を中心に給水収益が減少傾向にあるが，これに歯

止めをかけるため，顧客ニーズの動向を充分に把握したうえで，都市活動活性化などの方策を関係局

と連携を図りながら幅広く検討するとともに，社会経済情勢による水需要の変化に的確に対応した料

金体系のあり方について，鋭意研究を進められたい。 
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参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 92.57 91.91 91.15

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 76.79 75.45 74.11

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 96.56 96.14 96.01

(4) 流 動 比 率 167.03 167.27 158.41

(5) 現 金 預 金 比 率 123.90 123.16 119.53

(6) 負 債 比 率 30.23 32.55 34.93

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 0.01 △ 0.19 △ 0.25

(8) 自 己 資 本 利 益 率 0.02 △ 0.25 △ 0.34

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 2.73 △ 5.44 △ 5.48

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.11 0.12 0.12

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.15 0.16 0.16

(12) 企業債償還額対償還財源比率 46.74 48.66 45.91

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  


